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第１回水道事業及び公共下水道事業経営審議会 議事録 

会議名称 第１回水道事業及び公共下水道事業経営審議会 

開催日時 令和２年２月５日（水） 15 時 00 分～16 時 50 分 

開催場所 横須賀市役所本庁舎３号館３階 302 会議室 

出席委員 

加 瀬 綾 子  委 員 

宇 野 二 朗  委 員【委員長】 

鎌 田 素 之  委 員【委員長職務代理】 

本 多  大   委 員 

葛 西 あや子  委 員 

傍聴者人数 ２人 

事 務 局 

上下水道局長、経営部長、技術部長、総務課長、経営料金課長、経理課長、 

計画課長、給排水課長、水道管路課長、管路維持担当課長、水道施設課長、 

浄水課長、下水道施設課長、水再生課長 

主な議事 

１ 開  会   

２ 委嘱書交付   

３ 委員紹介   

４ 上下水道事業管理者挨拶 

５ 出席職員紹介   

６ 委員長選出  

７ 諮  問 

８ 議  事   

(1)水道事業及び公共下水道事業経営審議会の運営について 

(2)今後の全体スケジュールについて 

(3)横須賀市上下水道事業の概要説明   

(4)水道事業・下水道事業マスタープラン（2011～2021）の現況説明 

(5)その他   

９ 閉  会 

配布資料 

資料１ 水道事業及び公共下水道事業経営審議会委員名簿  

資料２ 水道事業及び公共下水道事業経営審議会条例 

資料３ 審議会等の設置及び運営に関する要綱 

資料４ 水道事業及び公共下水道事業経営審議会の会議の傍聴に関する要領 

資料５ 今後の全体スケジュールについて 

資料６ 横須賀市水道事業・下水道事業の概要 

資料７ 水道事業・下水道事業マスタープラン（2011～2021）の現況    
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下欄に掲載 

するもの 

議事録要約 要約した理由 発言や審議内容をわかりやすく示すた

め 

審議経過 
 

１ 開会 

【経営部長】 

定刻となりましたので、ただ今から第１回水道事業及び公共下水道事業経営審議

会を開会いたします。 

私は、委員長選出までの間、本日の司会を務めさせていただきます上下水道局経

営部長の三守(みかみ)と申します。よろしくお願いいたします。 

それでは、会議次第に沿い、審議会を進行します。 

 

２ 委嘱書交付 

○長島上下水道局長から各委員へ委嘱書を交付 

 

３ 委員紹介 

○各委員の紹介 

 

４ 上下水道事業管理者挨拶 

【上下水道局長】 

上下水道局長の長島でございます。よろしくお願いします。 

委員の皆様、本日は大変お忙しい中、ご出席を頂きまして、誠にありがとうござ

います。 

上下水道は、市民生活や経済活動に欠くことのできない、社会インフラとしての

使命がございます。 

健全な水道・下水道を未来の世代に繋いでいくために、これからの横須賀の上下

水道事業のあるべき姿について、委員の皆様にはそれぞれのお立場から、忌憚のな

いご意見をいただければと思います。是非よろしくお願いします。 

２年間という、長期にわたる審議会となりますが、よろしくお願いいたします。 

 

５ 出席職員紹介 

○上下水道局出席職員の紹介 

 

６ 委員長選出 

○水道事業及び公共下水道事業経営審議会条例第４条の規定に基づき、委員の互選

により宇野委員が委員長に選出されました。 

〇水道事業及び公共下水道事業経営審議会条例第４条第３項の規定により、宇野委

員長が鎌田委員を委員長職務代理に指名しました。 

○宇野委員長及び鎌田委員長職務代理から就任の挨拶 
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【宇野委員長】 

横浜市立大学の宇野と申します。 

この度は、委員長ということで、皆さまどうぞよろしくお願いいたします。 

水道・下水道というのは、都市にとって街にとって基本的なサービスです。街の

にぎわいというのは、人がそこに集って様々な経済活動を行い、暮らしていくこと

によってもたらされます。そのとき、水があってトイレが整備されていないと現代

的な生活をすることはできませんし、また、街の活動で汚れた水をそのまま海や川

へ流しては、豊かな生活はできません。 

他方で、人口がますます減っていくことは避けることのできない状況となってい

ます。これまでは、人口が伸びていく中で、増えていく人口をどのように支えてい

くのかということがテーマになって、いろいろな制度ができてきましたが、これか

らは人口が減少していく中でもサービスを持続可能なものにしていくことがテー

マとならなければなりません。そうした意味では、まったく新しい段階に入った水

道・下水道の計画を考えていかなくてはいけない時期に来ています。 

この審議会においては、そうした新しい時代において、この横須賀市の生活の基

盤をしっかりと整えていくことを皆さんと議論していかなければいけないと思い

ます。 

どうぞよろしくお願いいたします。 

 

【鎌田委員長職務代理】 

関東学院大学の鎌田と申します。 

私は横浜市の関東学院大学で、横須賀ではないのですが、大学の 50ｍ先は横須

賀市です。また、住まいも横浜で横須賀ではないのですが、かれこれ 10 年くらい

横須賀市の委員を務めさせていただいて、それなりに横須賀の上下水道は理解して

おります。 

宇野先生からもありましたが、これから水道・下水道は厳しい時代になってきま

すが、非常に歴史ある横須賀の水道・下水道を持続的に発展できるようにしっかり

議論して、良い審議会にできるようにしていきたいと思います。 

どうぞよろしくお願いいたします。 

 

７ 諮問 

〇上下水道局長が諮問書（水道事業及び公共下水道事業の事業計画並びに水道料金

及び下水道使用料等の体系及び水準について（諮問））を読み上げ、宇野委員長に

手渡した。 

 

【上下水道局長】 

水道事業・下水道事業の経営環境は厳しさを増しています。有収水量は人口減少

などの影響により減少傾向が続く一方、老朽化した施設の維持管理や更新、災害・
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危機管理対策の強化など、多くの課題に取り組んでいく必要があります。 

 上下水道局では、基本計画である「水道事業・下水道事業マスタープラン（2011

～2021）」を策定し、経営目標である「いつでも安心して使える止まらない水道・

下水道」を実現するための取り組みを進めていますが、令和３年度（2021 年度）

で計画期間は終了となります。 

 市民の良好な生活環境を守るとともに、経済活動を支える重要な社会インフラと

しての役割を果たしていくため、持続可能な水道事業・下水道事業を実現するため

の取り組みを引き続き進めていかなければなりません。 

ついては、令和４年度（2022 年度）を初年度とする新たな事業計画と合わせ、

その財源となる水道料金・下水道使用料等の体系及び水準について、答申をいただ

きますよう諮問します。 

 

〇諮問後、上下水道局長退出 

 

８ 議事 

(１)水道事業及び公共下水道事業経営審議会の運営について 

 

〇議事から宇野委員長に進行を依頼しました。 

 

【宇野委員長】 

 それでは、議事に入ります。 

 始めに「（１）水道事業及び公共下水道事業経営審議会の運営について」です。 

 審議会を運営していくにあたり、その前提となる関係規定・ルールを、事前に確

認しておきたいと思います。 

 まずは事務局から、資料により説明をお願いいたします。 

 

〇経営料金課長が資料２から４により説明 

 

【宇野委員長】 

 ありがとうございました。 

 ただ今の説明にありましたとおり、条例第７条では、「この条例に定めるものの

ほか、審議会の運営に関し必要な事項は、審議会の同意を得て委員長が定める。」

とされています。皆様の同意を得て、私が定める具体的事項につきましては、「資

料３ 審議会等の設置及び運営に関する要綱」のうち、第８条から第 12 条までに

相当する事項、また傍聴につきましては、「資料４ 水道事業及び公共下水道事業

経営審議会の会議の傍聴に関する実施要領」に相当する事項と考えられます。事務

局の見解をお聞きします。 
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【経営料金課長】 

 委員長の見解どおりです。 

 

【宇野委員長】 

 それでは皆様、当審議会は、この規定に記載のとおり運営することとしてよろし

いでしょうか。想定にない状況がある場合には、改めて協議したいと思います。 

 

【委員一同「異議なし」の声】 

 

【宇野委員長】 

ありがとうございます。ご異議等無いようですので、議事を進めていきたいと思

います。 

それではここで、事務局に本日の審議会開催状況の報告を求めます。 

 

【経営料金課長】 

本日は委員５人が出席されております。「水道事業及び公共下水道事業経営審議

会条例」第５条第２項に規定する「委員の半数以上の出席」となり、会議の開催は

成立しています。また、傍聴人は２人の方が傍聴されています。 

 

【宇野委員長】 

ただ今事務局から、本日の会議の開催が成立している旨の報告がありましたの

で、引き続き議事を進めます。 

 

(２)今後の全体スケジュールについて 

【宇野委員長】 

次に「（２）今後のスケジュールについて」です。 

 事務局から、関係資料により説明をお願いいたします。 

 

〇経営料金課長が資料５により今後のスケジュールを説明 

 

【宇野委員長】 

 ありがとうございました。 

 今後については、事務局案に沿い進めたいと考えますが、審議の進捗状況によっ

ては、追加開催が必要となる可能性があります。その際には、委員の皆様と協議の

うえ、会議を招集することになりますので、ご了承願います。 

 それでは、ただ今説明のありました「今後の全体スケジュールについて」ご意見・

ご質問等はありますでしょうか？ 
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○特に意見等なし 

 

【宇野委員長】 

 特にないということですので、議事を進めたいと思います。 

 

(３)横須賀市上下水道事業の概要説明 

【宇野委員長】 

続いて「（３）横須賀市上下水道事業の概要説明」です。 

事務局から、関係資料により説明をお願いいたします。 

 

〇経営料金課長が資料６により横須賀市上下水道事業の概要を説明 

 

【宇野委員長】 

ありがとうございました。 

 それでは、ただ今説明のありました「横須賀市上下水道事業の概要」につきまし

て、皆さまご意見・ご質問等はありますでしょうか。 

 初めの資料ですので、基本的なことなどありましたら、お願いいたします。 

 

【加瀬委員】 

 27 ページの水道管の経年化について説明がありましたが、先月横浜市において

大規模な漏水事故の報道がありました。また、和歌山市においても、結果的には断

水には至りませんでしたが、漏水による大規模な断水予定が報道されていました。

横須賀市の水道も水道管の経年化が進んでいるという事は、同様の事故が既に起こ

っているのか、また起こる可能性が高いのか現状について教えてください。 

 

【計画課長】 

 横浜市において１月９日に起こった漏水事故や、和歌山市の断水予告の原因とな

った漏水は、いずれも経年管が原因と考えております。横須賀市においては、資料

に記載してあるとおり、経年化が進んでいますが、横浜市のような大規模な事故は

起こっていません。ただ、経年化が進んでいますので、大規模な事故が起きらない

ように、これまでの使用実績や管種に応じた耐用年数をもとに管の交換を行い、漏

水事故を未然に防止したいと考えています。 

 

【宇野委員長】 

管をできるだけ長寿命化にしようという動きと、経年化すると壊れてしまうとい

う動きの両方があると思いますが、（横須賀市の経年化率の）35％は中核市と比べ

てどうですか。経年化管はどれくらいあると理解していますか。 
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【経営料金課長】 

 現在、中核市との比較の資料は持ち合わせていませんが、横須賀市においては、

中核市と比べて経年化した水道管の割合が高い市に属していると認識しています。 

 

【宇野委員】 

 次回以降、資料で頂けたらと思います。 

 管は古くなっていますが、事故が起きていないというのは、管理が良くされてい

るということなのかなと感じました。 

 何か他にありますでしょうか。 

 

【鎌田委員長職務代理】 

 ２点ほどお伺いします。 

合流式の話が無かったのですが、合流式の割合はどうなっているのか教えてくだ

さい。 

また、水道料金収入の話で、収入が減っているという事でしたが、有収率は平成

６年度と平成 30年度と比べてどうなっているのか教えてください。 

 

【経営料金課長】 

 有収率は、過去最大の収益を記録した平成６年度は 89.3%でした。また、平成 30

年度決算においては 90.3%と、本市では概ね有収率は 90％を少し超えるところで推

移しています。 

 

【計画課長】 

 合流式について質問がありましたが、下水道については、合流式と分流式があり、

合流管というのは汚水と雨水を一本で処理する管です。合流式については、汚水と

雨水の整備が一本で済むため、比較的早くから下水道を整備した都市にみられる管

です。   

横須賀市においても、上町浄化センター、下町浄化センターの周辺では約２割程

度合流式で整備しています。その後、昭和 45 年の公害国会以降、全国的に分流式

での整備が主流となり、横須賀市でもその後、分流式で整備を進めてきたところで

す。 

 

【鎌田委員長職務代理】 

有収率については変わらないで、使用水量、人口減少により収入のみが減ってき

たという事で良いですか。 

 

【経営料金課長】 

その通りです。 
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【宇野委員長】 

 他に何かありますでしょうか。 

 

【本多委員】 

 25 ページのグラフで平成 10 年度以降、１日最大給水量と１日平均給水量の差が

急速に小さくなっていますが、これは、企業などの大口使用者が撤退などの影響に

よって縮小してきたのですか。 

 

【経営料金課長】 

 横須賀市は、自動車工場や水産業の企業などがあったのですが、市外に撤退や規

模を縮小したのが、（指摘があった）年代と合致しますので、１日最大給水量と１

日平均給水量の差のかい離が小さくなった原因として、この影響が大きいものと分

析しています。 

  

【宇野委員長】 

 それでは、次の資料を説明していただいた上で、もう一度この資料を含めて、ま

た質疑の時間を取りたいと思いますので、引き続き議事を進めたいと思います。 

 

(４) 水道事業・下水道事業マスタープラン（2011～2021）の現況説明 

【宇野委員長】 

続きまして、「水道事業・下水道事業マスタープラン（2011～2021）の現況説明」

について、事務局より説明をお願いいたします。  

 

〇経営料金課長が資料６により横須賀市上下水道事業の概要を説明 

 

【宇野委員長】 

ただいま説明のありました「水道事業・下水道事業マスタープランの現況」につ

いてご意見・質問はありますか。 

 

【加瀬委員】 

 15 ページの浸水対策の推進について説明がありましたが、最近は台風やゲリラ

豪雨などにより、浸水被害が全国で発生・拡大しているように感じています。横須

賀市では、どのような計画で浸水対策を進めているのか、また、最近報道されてい

るような大雨が降った場合、どのような被害が想定されるのか教えてください。 

 

【計画課長】 

横須賀市では１時間に 60ｍｍの豪雨に対応できる下水管の整備を現在進めてい

ます。 
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昨年 10 月に台風 19 号の被害により、長野県の千曲川等が氾濫する映像が出まし

たが、横須賀ですと、昭和 49 年に市内２級河川の平作川において大規模な浸水被

害が起こりました。それ以後、河川や下水道の整備を進め、現在では大規模な浸水

は起こっていません。 

ただ、１時間に 60ｍｍを超えるような大雨が、横須賀市で降った場合は、市内

でも浸水被害が発生すると考えています。 

横須賀市においても雨水の整備が済んでいるわけではないので、今後は、実際に

浸水の被害が発生している個所を中心に、雨水の整備をすすめていきたい。浸水ハ

ザードマップ等のソフト対策と併せて、浸水対策を進めていきたいと考えていま

す。 

 

【宇野委員長】 

ありがとうございます。その他はいかがでしょうか。 

今回の資料もですが、先ほどの資料も含めて、また、次回に向けて何か要望した

いものがあれば、ご発言をお願いします。 

 

【本多委員】 

２つほどお伺いします。 

 １つ目は９ページで、横須賀市の地理等にあまり詳しくないのですが、県内の水

道事業体を表した地図で、お隣の三浦市が白抜きで入っていないのはなぜですか。

三浦市は他に水源があるのですか。 

 ２つ目は 12 ページで、上町浄化センターから下町浄化センターへのバイパス管

築造なのですが、管をさや管の中に入れていくという形をとっていますが、残った

空間は何か使い道がなかったのですか。 

 

【経営料金課長】 

 三浦市が入っていない理由ですが、三浦市の水道は、100％横須賀市から分水し

ています。また、三浦市も横須賀市と同じで市内に大きな水源がありませんので、

相模川の水を主として使っています。 

しかし、ここに入っている、神奈川県、横浜市、川崎市、横須賀市の４つの水道

事業者は、昔から共同で水源の開発やダムの整備を行ってきた経緯があります。 

三浦市が入っていないのは、直接的に水源開発等に携わってきていなかったため

に、ここでは、他の県の中の西部にある都市と同じく、白抜きとなっています。 

 

【技術部長】 

 上町浄化センターから下町浄化センターへのバイパス管築造なのですが、当初の

計画では、人が入って管理ができるような空間を作ろうかと検討していました。た

だ、人が入って作業するようなことになると、換気や照明など様々な設備が必要に
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なります。そうすると、管径も大きくなる必要があるため、今回は採用せず、中を

埋めてしまってメンテナンスフリーとしました。 

また、東京ガスやＮＴＴとこのバイパス管について、市街地で見られるように、

電線等を一緒に入れるかヒアリングしました。しかし、最大深度、土被（どかぶ）

りが 23.7ｍと深いところにあるため、電線を入れるにしても、地上に上げてくる

までかなりの設備・工事が必要となるので、他の事業者からも利用価値はないとの

回答をもらいました。 

 

【宇野委員長】 

 ありがとうございました。 

 その他は何かありますでしょうか。 

 他に無いようですので、議事を先に進めます。 

 

（５）その他 

【宇野委員長】 

最後の議事となる「（５）その他」です。 

 ここでは、本日説明のあった内容を含め、当審議会への諮問事項や今後の運営全

般について、委員の皆様からご意見・ご質問等を伺いたいと思います。 

何かありますでしょうか？ 

 

【経営料金課長】 

 先ほど資料６の説明の時に、宇野委員長から、水道管の経年化の割合、他都市と

の比較について質問があった件ですが、数値が確認できましたのでご紹介させてい

ただきます。 

平成 30 年度において、本市と同規模の中核市との比較です。本市の水道管の経

年化の割合は 35％ですが、中核市の平均は約 20％となっていますので、中核市と

比べると、本市は経年化の割合が進んでいるという状況です。 

ちなみに、平成 30 年で（水道事業を所管している）中核市が全国 49 都市ありま

すが、経年化率の低い方から本市は第 46 位となっていますので、この辺りをしっ

かり解消していくというのが、今後の事業課題の大きな所になると認識しておりま

す。 

 

【宇野委員長】 

ありがとうございます。 

その他に何かありますでしょうか。 

他にないようですので、これで本日の議事は終了いたします。それでは再び、進

行を事務局に戻します。 
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９ 閉会 

【経営部長】 

委員の皆様、ありがとうございました。 

先ほどご案内のとおり、次回は７月での開催を予定していますが、当審議会は、

条例第５条の規定により「委員長が招集する」ものとされています。 

日程・会場等の詳細につきましては、宇野委員長とご相談のうえ、改めて調整さ

せていただきますので、よろしくお願いいたします。 

また４月には、今後の議論を深めるため、上下水道施設の視察を予定しています。

ご参加を賜(たまわ)りますよう併せてお願いいたします。 

それでは、以上をもちまして第１回水道事業及び公共下水道事業経営審議会を閉

会いたします。 

本日は長時間のご審議、ありがとうございました。 

 

 





第１回 水道事業及び公共下水道事業経営審議会 

                     日  時 令和２年２月５日（水）  

                          午後３時から午後５時 

                     場  所 横須賀市役所３号館３階 

302 会議室 

会 議 次 第 

１ 開  会   

２ 委嘱書交付   

３ 委員紹介   

４ 上下水道事業管理者挨拶 

５ 出席職員紹介   

６ 委員長選出  

７ 諮  問 

８ 議  事   

(1) 水道事業及び公共下水道事業経営審議会の運営について 

(2) 今後の全体スケジュールについて 

(3) 横須賀市上下水道事業の概要説明   

(4) 水道事業・下水道事業マスタープラン（2011～2021）の現況説明 

(5) その他   

９ 閉  会 

資料１   水道事業及び公共下水道事業経営審議会委員名簿 

 資料２   水道事業及び公共下水道事業経営審議会条例 

 資料３   審議会等の設置及び運営に関する要綱 

 資料４   水道事業及び公共下水道事業経営審議会の会議の傍聴に関する実施要領 

 資料５   今後の全体スケジュールについて 

 資料６   横須賀市水道事業・下水道事業の概要

 資料７   水道事業・下水道事業マスタープラン（2011～2021）の現況   



水道事業及び公共下水道事業経営審議会委員名簿 

                               （敬称略） 

条例区分 氏 名 職 名 等

市 民 加瀬
かせ
 綾子
あやこ

公募市民

学識経験者

宇野
うの
 二
じ
朗
ろう 横浜市立大学

 国際総合科学群人文社会科学系列 教授

鎌田
かまた

 素 之
もとゆき 関東学院大学

理工学部 理工学科化学学系 准教授

本多
ほんだ

 大
だい 日本下水道事業団

 研修センター専門幹 教授

関係団体 葛西
かさい

 あや
あや
子
こ 横須賀商工会議所

 女性会会長

【条例区分は条例記載順、氏名は 50 音順】

資料 １ 



   水道事業及び公共下水道事業経営審議会条例 

（設置） 

第１条 水道事業及び公共下水道事業の経営及び事業計画に係る重要事項に関

し、上下水道事業管理者（以下「管理者」という。）の諮問に応ずるため、

本市に地方公営企業法（昭和27年法律第 292号）第14条の規定による組織と

して、水道事業及び公共下水道事業経営審議会（以下「審議会」という。）

を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、次に掲げる事務をつかさどる。 

 (１ ) 水道事業及び公共下水道事業の事業計画について審議すること。 

 (２ ) 水道料金、下水道使用料等の体系及び水準について審議すること。 

 (３ ) その他管理者が必要と認める事項を審議すること。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員５人以内をもって組織する。 

２ 委員は、市民、学識経験者及び関係団体の代表者のうちから管理者が委嘱

する。

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期

間とする。 

（委員長） 

第４条 審議会に委員長を置き、委員が互選する。 

２ 委員長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長が指名した委員がその職務

を代理する。 

（会議） 

第５条 審議会の会議は、委員長が招集する。 

２  審議会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができな

い。 

（委員以外の者の出席） 

第６条 審議会において必要があるときは、関係者の出席を求め、その意見又

は説明を聴くことができる。 

（その他の事項） 

第７条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、審

議会の同意を得て委員長が定める。 

資料 ２  



   附  則  

（施行期日） 

１ この条例は、平成31年 10月１日から施行する。 

（この条例の失効） 

２ この条例は、平成34年３月31日限り、その効力を失う。 



資料　３













 水道事業及び公共下水道事業経営審議会の会議の傍聴に関する実施要領 

（総則） 

第１条 この要領は、水道事業及び公共下水道事業経営審議会（以下「審議会」と

いう。）の会議の傍聴に関し必要な事項を定めるものとする。 

（傍聴人の定員） 

第２条 会議の傍聴者の定員は、原則として10人とし、椅子席のみとする。 

２ 傍聴を希望する者が前項の定員を超えた場合は、抽選で傍聴者を決定する。 

（傍聴章） 

第３条 抽選により選出された傍聴者は、傍聴章（別記様式）の交付を受け、これ

を常時見えるところに着用しなければならない。 

２ 抽選により選出された傍聴者は、傍聴を終え退場するときは、前項の傍聴章を

返却するものとする。 

（傍聴者の遵守事項） 

第４条 傍聴者は、次の事項を守らなければならない。 

 (１ ) 審議会委員の発言に対し、拍手その他の方法により賛否を表明しないこ   

と。 

 (２) 話をし、又は笑って騒ぎ立てないこと。 

 (３) 鉢巻き、腕章の類をする等の示威的行為をしないこと。 

 (４ ) 帽子、コート、マフラーの類を着用しないこと。ただし、病気その他の理  

 由により委員長の許可を得たときは、この限りでない。 

 (５) 飲食又は喫煙をしないこと。 

 (６) 写真、ビデオ等を撮影し、又は録音をしないこと。 

（７）コンピュータは使用しないこと。 

 (８) むやみに席を離れないこと。 

 (９ ) 前各号に定めるもののほか、会議の秩序を乱し、又は会議の妨げになる   

ような行為をしないこと。 

（違反者に対する措置） 

第５条 傍聴者が前条の規定に違反したときは、委員長はこれを制止し、その命令

に従わないときは、これを退場させることができる。 

   附  則 

  この要領は、令和元年10月１日から施行する。 

資料 ４



Ｎo．

水道事業及び公共下水道事業経営審議会

傍  聴  章

（お帰りの際は事務局へお返しください。）
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今後の全体スケジュール（案）
回数
時期 内容

第１回
令和２年２月

〇 事業概要説明
 横須賀市上下水道事業の概要
 水道事業・下水道事業マスタープラン（2011～2021）

令和２年４月
〇 施設視察（海老名市⇒市内）

社家取水管理事務所 ⇒ 有馬浄水場 ⇒
下町浄化センター

第２回
令和２年７月

〇 次期マスタープランの審議
 目指すべき将来像と事業の方向性
 現行マスタープランの振返り・評価
 次期マスタープランの概要

第３回
令和２年１１月

〇 次期マスタープランの審議
 水道事業・下水道事業に係る政策

第４回
令和３年１月

〇 次期マスタープランの審議
 危機管理体制の強化に係る政策
 経営基盤の強化に係る政策

第５回
令和３年４月

〇 次期マスタープランの審議
 次期マスタープラン（案）の取りまとめ

第６回
令和３年７月

〇 水道料金・下水道使用料の審議
 料金制度の課題と見直しの方向性

第７回
令和３年１０月

〇 水道料金・下水道使用料の審議
 財政収支計画を踏まえた料金制度の見直し

第８回
令和３年１２月

〇 次期マスタープランの審議
 次期マスタープラン（答申案）の取りまとめ

〇 水道料金・下水道使用料の審議
 料金制度の見直し（答申案）の取りまとめ

令和４年１月 〇 答申

資料 ５



横須賀市上下水道事業の概要

資料 ６

令和２年（2020年）２月５日（水）
横須賀市上下水道局

１



１ 水道事業・下水道事業の役割

2

２ 水道事業の概要

３ 下水道事業の概要

４ 上下水道事業を取り巻く環境
（課題）



１ 水道事業・下水道事業の役割

3



地方公営企業の原則

〇 経営の基本原則（地方公営企業法第３条)
地方公営企業は、常に企業の経済性を発揮するととも
に、その本来の目的である公共の福祉を増進するように
運営されなければならない。

経営の基本原則

経済性 公共性

横須賀市上下水道局は市が設置した公営企業

4

地方公営企業法第2条第１項
に 記載 さ れ て い る 事 業
① 水道事業
（簡易水道事業を除く）
② 工業用水道事業
③ 軌道事業
④ 自動車運送事業
⑤ 鉄道事業
⑥ 電気事業
⑦ ガス事業



地方公営企業の原則
〇 独立採算制の原則
（地方公営企業法第17条の２第２項)
地方公営企業は、一般会計又は他の特別会計において負
担するものを除き、当該地方公営企業の経営に伴う収入を
もつて充てなければならない。

事業の能率的
な運営の確保

負担の公平性
の確保

財政の自立性
の確保

経費の
負担区分

独立採算制
の原則

5

→税金ではなく、サービス
の対価である料金等で事業
を運営する。
（雨水処理や消火栓設置に
かかる費用は一般会計が負
担【経費の負担区分】）



水道事業の役割

6

〇 役割（水道法第1条 この法律の目的）
この法律は、水道の布設及び管理を適正かつ合理的ならし
めるとともに、水道の基盤を強化することによつて、清浄に
して豊富低廉な水の供給を図り、もつて公衆衛生の向上と生
活環境の改善とに寄与することを目的とする。

〇 新水道ビジョン（平成25年３月 厚生労働省策定）
水道を取り巻く環境の大きな変化に対応するため、５０年
後、１００年後の将来を見据えて策定

持続
強靭安全

【基本理念】
地域とともに信頼を未来に繋ぐ日本の水道

水道の理想像



下水道事業の役割

7

〇 役割（下水道法第1条 この法律の目的）
この法律は、流域別下水道整備総合計画の策定に関する事
項並びに公共下水道、流域下水道及び都市下水路の設置その
他の管理の基準等を定めて、下水道の整備を図り、もつて都
市の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄与し、あわせて公共
用水域の水質の保全に資することを目的とする。

〇 下水道ビジョン2100（平成17年９月国土交通省策定）
１００年という長期の将来像を見据えた下水道の方向性、そ
れらを具体化する様々なアイデアなどを提示するため策定

資源のみち
創出

施設再生
の実現

水のみち
創出

循環のみち実現

【基本コンセプト】
地域の持続的発展を支える21世紀型下水道の実現



２ 水道事業の概要
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水道施設の特徴
取水施設 ダムや河川の水を安定的

に取水する施設

導水施設 取水された原水を浄水場
に運ぶ施設

浄 水 場 原水の濁りや匂いを取り
除き、安全で良質な水道
水を作る施設

送 水 管 浄水場から配水池に水を
運ぶための管

配 水 池 浄水場で作った水を貯留
し、使用量に合わせて給
水量を調整する施設

配 水 管 配水池から給水管まで水
を運ぶ管

給 水 管 配水管から使用する家ま
で引き込んだ管（家所有
者の所有物）

9

取水施設

導水施設

浄 水 場

配 水 地

給
水
管



横須賀市水道事業の沿革

10

1876(明治９) 走水～製鉄所 最初の水道完成

1908(明治41) 横須賀市営水道給水開始（走水系統）

1921(大正10) 海軍水道 半原系統完成

1945(昭和20) 旧海軍水道 有馬系統完成

1954(昭和29) 旧軍港都市転換法により海軍水道を取得

1965(昭和40) 城山ダム完成（小雀系統・横浜市共同）

1969(昭和44) 神奈川県内広域水道企業団 創設

1971(昭和46) 相模川高度利用事業通水開始(小雀系統・
横浜市共同)

1978(昭和53) 三保ダム完成（酒匂川系統・企業団）

2000(平成12) 宮ケ瀬ダム完成（宮ケ瀬系統・企業団）



横須賀市水道事業の沿革

11

2004(平成16) 水道局・下水道部統合 上下水道局へ

2015(平成27) 半原系統・逸見浄水場 廃止
広域水質管理センター 開設

・横須賀市の人口は、終戦後～高度成長
期～バブル期まで増え続けたが、平成４年
に435,337人に達してから減少傾向
・平成30年には40万人を割って396,971人

（単位：人）

（単位：年）
出典：横須賀市ホームページ 横須賀市の人口推移



水源系統

12

走水系統 0.3％

有馬系統
21.1％

小雀系統
40.9％

酒匂川系統
5.3％

宮ヶ瀬系統
32.4％

区分 系統名

走水系統 1,000 ｍ 3／日

有馬系統 73,900 ｍ 3／日

横浜市と共同 小雀系統 143,300 ｍ 3／日

酒匂川系統 18,600 ｍ 3／日

宮ヶ瀬系統 113,500 ｍ 3／日

350,300 ｍ 3／日

保有水源量（供給可能量）

本市単独

企業団

計



神奈川県

横浜市

川崎市

横須賀市

神奈川県内広域水道企業団

 神奈川県、横浜市、川崎市、横須賀市
の４水道事業者が、施設整備への投資
の重複を避けることや、水源の広域的
有効利用を図るため昭和44年に設立

 4事業者へ用水供給（水道水の卸問屋）
を行う。（約90％の県民に供給）

 横須賀市は、水道水の供給を受けるほ
か、有馬系統の取水の一部施設で企業
団と共同施設を保有

神奈川県内広域水道企業団の概要

13



横須賀市の水道施設

水道管布設延長
1,541㎞

配水池数
27か所

ポンプ所数
17か所

14
平成30年度末
（2018年度末）

浄水場数
３か所

（市外２、市内1）有馬浄水場
（海老名市）

小雀浄水場
（横浜市）

走水水源地
（市内）



横須賀市の水道料金

15

二部
料金制

基本料金：使用水量にかかわらず必ず負担
従量料金：使用水量に応じて負担

基本水量 基本料金には10㎥の基本水量あり
逓増型

従量料金は使用水量が多いほど高くなる逓
増型を採用

口径別
使用する水量に応じて13㎜から300㎜の
メーターを設置しており、口径ごとに基本
料金が異なる口径別料金を採用

平成６年から現行料金を維持



３ 下水道事業の概要

16



下水道施設の特徴
下水管(汚水) 家庭等で使用した汚水をポンプ場や浄化セ

ンターに運ぶ施設

下水管(雨水) 雨水を川や海に運ぶ施設

ポンプ場 下水管から流れてきた水を汲み上げる施設

処理場
(浄化センター)

家庭等で使用した水をきれいにして川や海
に還す施設

17

下水管
(汚水)

下水管
(雨水)

ポンプ場

処 理 場
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横須賀市下水道事業の沿革
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1966(昭和41) 下水道条例公布、上町浄化センター運転開始

1969(昭和44) 下町浄化センター運転開始

1984(昭和59) 追浜浄化センター運転開始

1998(平成10) 西浄化センター運転開始

2004(平成16) 水道局・下水道部統合、地方公営企業法適用

横須賀市の人口普及率は、上町浄化
センター運転開始後増え続け、昭和
46年には全国平均を上回りました。
その後、平成17年度に概成した。

全国平均※

横須賀市
（単位：%） 横須賀市と全国の下水道人口普及率の推移

※全国平均の数値は国土交通省ホームページから



横須賀市の下水道施設

汚水管布設延長
1,052ｋｍ

ポンプ場数
18か所

雨水管布設延長
299ｋｍ

19

処理場(浄化センター)数

４か所

平成30年度末
（2018年度末）

追浜浄化
センター

上町浄化
センター

下町浄化
センター

西浄化
センター



20

下町浄化センター
59.6％

追浜浄化センター
8.4％

上町浄化センター
14.6％

西浄化センター
17.4％

浄化センター 汚水処理能力

下町浄化センター 143,800 ｍ 3/日
追浜浄化センター 20,400 ｍ 3/日
上町浄化センター 35,200 ｍ 3/日
西浄化センター 42,000 ｍ 3/日

計 241,400 ｍ 3/日
平成30年度末
（2018年度末）

浄化センターの処理能力



横須賀市の下水道使用料

21

二部
料金制

基本料金：使用水量にかかわらず必ず負担
従量料金：使用水量に応じて負担

基本水量 基本料金には10㎥の基本水量あり
逓増型

従量料金は使用水量が多いほど高くなる逓
増型を採用

平成26年に使用料水準を改定



４ 上下水道事業を取り巻く環境
（課題）

22



水需要の減少がもたらす影響

23

水需要の減少
人口減少、企業の撤退などにより水需要が減少

(参考)横須賀市人口減
平成６年43万５千人 → 平成30年39万7千人

施設への影響 財政への影響



【施設への影響】
①水需要と供給能力のギャップ

24

〇 水需要の減少
 人口減少、節水機器の普及、節水意識の定
着などにより一般家庭の需要が減少

 企業の撤退・活動縮小、機器の進化、地下
水利用などにより、公共用・工業用など業
務用の需要も減少

〇 施設の過大な供給能力
 高度成長期に、人口の増加・水需要の拡大
を見込んで水源開発・施設整備を進めた
が、需要減に転じた。

水道 下水道



宮ケ瀬ダムの完成（Ｈ13）によ
り県内の水源開発は終了
現在、約35万㎥の水量を確保

給水量はＨ6以降、減少が続く
１日最大17.7万㎥、平均16.3
万㎥で、半分程度の利用

供給可能量と給水実績が
かい離

単位：人単位：ｍ３

25

〇 水道の供給可能量と給水量がかい離

〇 下水道も同様にかい離傾向

【施設への影響】
①水需要と供給能力のギャップ 水道 下水道

← 供給可能量と１日最大給水量の差 →



【施設への影響】
②水道・下水道施設の経年化・老朽化

〇 水道施設
 浄水場及び配水池などの施設の劣化
 高度成長期に設置した大量の水道管が法定耐
用年数（40年）を経過

〇 下水道施設
 ポンプ場・処理場などの施設の劣化
 特に汚水系の施設・管は、使用環境が厳しく
急速に劣化

 昭和40年代から大量に設置した下水道管
が、徐々に法定耐用年数（50年）を経過

26

水道 下水道



27

【施設への影響】
②水道・下水道施設の経年化・老朽化 水道 下水道

0

40

80

S29 S39 S49 S59 H6 H16 H26

（㎞）

40年
経過

545㎞
（35%）

平成30年度末時点
の経年管

665㎞
（43%）
令和３年度末時点
の経年管

水道管の経年化



【施設への影響】
③ 多様化する災害への対応

28

〇 地震災害
 地震に強い施設の必要性
 津波への対応（東日本大震災後）

〇 浸水災害
 近年多発している台風や局地的
な大雨への対応

〇 新たなリスクへの対応
 停電・水源汚染・テロなどへの
対応

水道 下水道

出典：日本下水道協会ホームページ
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【財政への影響】
④ 人口減少と収益の悪化

給水人口（人）給水収益【税抜】（単位：百万円）

29

給水収益 Ｈ６ 134億円→Ｈ30 90億円（△33％）
給水人口 Ｈ６ 43.3万人→Ｈ30 39.4万人（△９％）
→ 人口よりも収益が大きく減少

〇 給水収益の減少

水道



汚水処理人口（人）下水道使用料収入【税抜】（単位：百万円）
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下水道使用料収入 汚水処理人口

（最多）H16年度
414,989人

H8年度
使用料改定

H26年度
使用料改定

最高70億円
（Ｈ27）

〇 下水道使用料収入の減少

30

【財政への影響】
④ 人口減少と収益の悪化 下水道



【財政への影響】
⑤ 水需要構造の変化

〇 大口使用者（企業）の撤退・縮小
最高単価の使用水量（水道）
平成６年 1,568万㎥→平成30年 776万㎥
〇 節水機器の普及・節水意識の定着
１人当たりの使用水量
平成６年 280ℓ → 平成30年 240ℓ
〇 世帯構成の変化
１世帯当たりの人数（出典：国勢調査から）
平成７年 2.85人 → 平成27年 2.37人

31

水道 下水道



横須賀市上下水道局

資料 ７

１

令和２年（2020年）２月５日（水）

水道事業・下水道事業マスタープラン
（2011~2021）の現況



マスタープランの位置付け
横須賀市 上下水道局 国

水道事業・下水道事業
マスタープラン

実行計画
分野別計画
施設整備計画

人材育成計画

財政計画

第１期
第２期
第３期 など

横須賀市基本構想

横須賀市基本計画

分野別計画
環境基本計画

産業ビジョン

教育振興基本計画

財政基本計画
など

横須賀市実施計画

水道ビジョン

下水道ビジョン
２10０

マスタープランと第３期実行計画を合せて“経営戦略”２



マスタープランの計画期間
・現行マスタープランの計画期間は11年間
・具体的な事業を示した実行計画の計画期間は３年
間（第１期実行計画）と４年間（第２，３期実行
計画）で、計画期間ごとに管理目標を設定

・現在は第３期実行計画期間中で、次期マスタープ
ランの策定期間

３



マスタープランの経営理念

生活環境の改善 公衆衛生の向上 都市の健全な発達
公共用水域の水質保全

水道法の目的 下水道法の目的

マスタープランの経営理念
「横須賀市上下水道局は、お客様の快適で安心でき
る暮らしと良好な水環境づくりに貢献します。」

４



５

マスタープランの体系
環境の変化

・水需要の減少
・施設能力と需要との差
・施設の経年化
・良質で安定した水道
水の供給
・公共用水域の水質
向上
・地球温暖化対策の
充実
・リサイクルの推進
・危機管理対策の充実
・お客様満足度の向上
・財政の悪化
・職員の退職による
技術力への影響

いつでも安心
して使える
止まらない
水道・下水道

経営目標 政 策
安全で安定した
水道水の供給１

きれいな川や海の創出と
快適な生活環境の提供２

地球環境への配慮

危機管理対策の強化

お客さまとの信頼関係
の強化

経営基盤の強化

３

４

５

６

１は水道事業、２は下水道事業、
３~６は上下共通事業



１ 安全で安定した水道水の供給
施策1-1 水道水質の向上

６

良質で安定した水道水の供給
環境の変化 施 策

水道水質の向上

〇 主な取り組み事業
 水質管理の強化
水道水質基準に加え、本市独自

の検査項目についても適合

 残留塩素の低減
塩素臭が気にならないよう安全性を確保しながら

低減化

水質検査の様子



１ 安全で安定した水道水の供給
施策1-2 止まらない水道のための施設の最適運用

７

良質で安定した水道水の供給
環境の変化 施 策

止まらない水道のための
施設の最適運用施設能力と需要との差

施設の経年化

〇 主な取り組み事業
 適切な資産管理の推進
（アセットマネジメント）
ＰＤＣＡサイクルにより維持管理上

の情報をデータベース化し、利用する
ことにより施設を健全化

Ｄｏ

Ｃｈｅｃｋ

Ｐｌａｎ

Ａｃｔｉｏｎ

ＰＤＣＡサイクル
による

適切な資産管理



１ 安全で安定した水道水の供給
施策1-2 止まらない水道のための施設の最適運用

８

〇 主な取り組み事業
 配水管の更新
水道施設の資産額の約半分を占め

る配水管は、法定耐用年数を経過し
たものが多いため、計画的に配水管
を更新

 主要な水道施設の改良更新
・経年化した主要施設を改良・更新
・水需要を踏まえた適正な規模への
ダウンサイジングや耐震性能向上

配水管更新工事現場

久里浜配水池の更新



１ 安全で安定した水道水の供給
施策1-2 止まらない水道のための施設の最適運用

９

 水源系統の再検討
水需要を踏まえた県内の適正な水道施設の再構築

出典：神奈川県内水道事業検討委員会報告書



２ きれいな川や海の創出と快適な生活環境の提供
施策2-1 公共用水域の水質向上

10

公共用水域の水質向上
環境の変化 施 策

公共用水域の水質向上

〇 主な取り組み事業
 合流式下水道の改善
汚水バイパス管や雨水滞水池の建設

 高度処理の検討
厳格な東京湾の水質基準に対応

するため、高度処理の導入を検討

高度処理導入を進める
下町浄化センター



２ きれいな川や海の創出と快適な生活環境の提供
施策2-２ 止まらない下水道のための施設の最適運用

11

施設の経年化

環境の変化 施 策
止まらない下水道のための

施設の最適運用

〇 主な取り組み事業
 下水道管及び施設の改築更新
・維持管理
経年化が進んだ下水道施設に

対して、適切な資産を管理する
手法（アセットマネジメント）
を用いた「長期・短期改築計画」
による改築・修繕

施設能力と需要との差

破損した下水管



２ きれいな川や海の創出と快適な生活環境の提供
施策2-２ 止まらない下水道のための施設の最適運用

12

 下水道施設の統廃合
汚水量減少を踏まえた統廃合（更新時期を迎えた上町浄

化センターを廃止し、下町浄化センターに統合）

上町浄化センターから下町浄化センターへのバイパス築造工事断面図

下町浄化
センター

上町浄化
センター



３ 地球環境への配慮
施策３-1 地球温暖化対策の推進
施策３-2 資源の有効活用の推進

13

環境の変化 施 策

〇 主な取り組み事業
 省エネルギー対策の推進
・諸設備の効率的な運転による電力使用量の削減
・ポンプ設備などの電気機械設備の更新に併せて、
高効率の設備に切り替え

地球温暖化対策の充実

リサイクルの推進

地球温暖化対策の推進

資源の有効活用の推進



４ 危機管理対策の強化
施策４-1 地震対策の推進
施策４-2 浸水対策の推進
施策４-3 危機管理体制の充実

14

環境の変化 施 策

〇 主な取り組み事業
 施設の耐震化
・水道事業は、配水管の更新時に耐震
性能がある耐震管に更新

・下水道事業は、重要な幹線やポンプ
場・浄化センターから耐震化を推進

危機管理対策の充実
地震対策の推進
浸水対策の推進
危機管理体制の充実

耐震性能を持った水道管



４ 危機管理対策の強化
施策４-1 地震対策の推進
施策４-2 浸水対策の推進
施策４-3 危機管理体制の充実

15

〇 主な取り組み事業
 雨水整備の推進
・特に浸水被害の発生している
地区に雨水バイパス管を整備

・その他の箇所は部分的な浸水
解消

 危機管理対策計画・マニュアルの充実
危機管理対策の計画及び危機管理対策マニュアルは、

ＢＣＰ（事業継続計画）などの新しい考え方や新たな危
機の要素を加えながら、継続的に見直す

追浜地区雨水バイパス管



５ お客さまとの信頼関係の強化
施策５-1 お客さまの利便性の向上
施策５-2 広報の充実
施策５-3 水道及び下水道のイメージアップ

16

環境の変化 施 策

〇 主な取り組み事業
 水道料金・下水道使用料の支払いに関する利便性向上
お客さまが実感できる利便性の向上について検討

 お客さまへの対応の向上
お客さまとのコミュケーションの充実、お客さまから

のご意見の共有・活用によりイメージアップ図る

お客さま満足度の向上
お客さまの利便性の向上

広報の充実
水道及び下水道のイメージアップ



６ 経営基盤の強化
施策６-1 財政健全化の推進

17

環境の変化 施 策

〇 主な取り組み事業
 水道料金及び下水道使用料の適正化
適正な料金水準のほか、料金体系（基本水量、逓

増度）のあり方について検討

 独立採算の向上
適正な一般会計繰入水準への見直し

 投資の平準化
財政見通しを勘案した投資の平準化

財政の悪化 財政健全化の推進



６ 経営基盤の強化
施策６-2 機能的な組織づくり

18

環境の変化 施 策

〇 主な取り組み事業
 業務の再整理の推進
・業務を職員が継承すべき業務（コア業務）
・外部化できるが上下水道局の関与がある業務(準コア業務)
・外部化できる業務（ノンコア業務）
・準コア業務及びノンコア業務は官民連携の促進及び検討

 人材育成の推進
各レベルの研修実施や業務のマニュアル化

財政の悪化
機能的な組織づくり

職員の退職による技術力への影響



６ 経営基盤の強化
施策６-3 広域化・広域連携の推進

19

環境の変化 施 策

〇 主な取り組み事業
 水道施設の共通化、広域化
神奈川県内の５つの事業者による浄水場の統廃合

などの検討

 水質事項対応の強化と水質の
さらなる改善
神奈川県内５つの事業者による

広域水質管理センターの設置

財政の悪化 広域化・広域連携の推進

広域水質管理センターがある

社家取水施設管理棟



６ 経営基盤の強化
施策６-４ 工事・維持管理コストの削減

20

環境の変化 施 策

〇 主な取り組み事業
 工事コストの縮減
・計画から施工までの各段階の最適化を図る
・道路管理者や電気・ガス事業者との情報共有によ
るコスト削減

 維持管理コストの縮減
維持管理の高度化やデータベース化、施設の長寿

命化するための計画の促進により、コスト削減

財政の悪化 工事・維持管理コストの削減
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